
８．入所児童処遇特別加算の名称変更
趣旨・目的を適切に表現できるよう「高齢者等活躍促進加算」に
名称を変更する。

令和２年度子どものための教育・保育給付費等の改正点について

（公定価格について）

（市加算運営費について）

１．令和元年度国家公務員給与改定に伴う単価改定
令和元年人事院勧告に伴う国家公務員の給与改定の内容に準じた保育士等の処遇改善（＋１．０％）を令和２年度の公定価格にも反映する。

６．チーム保育推進加算の要件緩和
加算要件を「職員の平均経験年数が１５年以上」から、「職員の平均経験年数が１２年以上」に緩和

１．市職員雇用費の賞与分支給月数の変更
市職員の給与改定に伴い、市加配分である休憩休息保育士、年休代替保育士、看護師、調理員、栄養士の 雇用費（雇用補助費）について、賞与分の支
給月数を４．４５月から４．５月（＋０．０５月）に変更

２．市臨時職員標準賃金の見直しに伴う単価変更
次に挙げる運営費について、単価を変更。変更後の単価は、資料1-5を参照
●障害児保育費 ●延長保育費（障害児加算分） ●週40時間勤務保障保育士雇用費 ●産休等代替臨時職員雇用費
●市休日保育加算（障害児受入分）

資料１－４

３．市処遇改善等加算Ⅱの加算保障額を拡充
経験年数７年目以上の職員を対象とし、加算保障額を２万円から４万円に拡充

３．土曜日に閉所した場合の減算の見直し
現在、 月を通じて土曜日に閉所する場合に限って適用しているところ、当該月の土曜日の閉所日数に応じた減算の仕組みを導入
【当該月の土曜日の閉所日数に対する公定価格の減算の割合】
●１日 1/100～2/100 ●２日 3/100 ●３日以上 4/100～5/100 ●全て 5/100～6/100 （定員区分による）

４．減価償却費加算の地域区分の見直し
地域区分を廃止し、加算額を最も高い単価に統一

７．所長設置加算の基本分単価への組み入れ
加算を廃止し、基本分単価に組み入れる。併せて、施設長が設置されていない場合の減算調整措置を設け、現行の所長設置加算の要件を満たさない
施設については、施設長の人件費相当額を減額する。
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５．栄養管理加算の拡充
雇用形態を問わず、嘱託する場合や、調理員等として栄養士を雇用している場合の費用を措置
また、加算時期は、３月から各月に変更

２．処遇改善等加算の運用の改善
処遇改善等加算Ⅰ及びⅡの基準年度を、「加算当年度の前年度」とする。また、処遇Ⅱにおける月額４万円の賃金改善を行う職員を「１人以上」に緩和

４．栄養管理加算の拡充に伴う栄養士雇用補助費の廃止
これまで、公定価格上の栄養管理加算の不足分を補完する目的で加算されていた栄養士雇用補助費について、栄養管理加算の拡充に伴い廃止する。
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